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【報告書】「沖縄・離島の子ども派遣基金事業」リサーチプロジェクト	

	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 																																																											 	 	 	 	 	 	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 文責：嘉数	菜利子	

	 （株式会社うむさんラボ）	

	

	本調査のゴールは、公益財団法人みらいファンド沖縄が実施する【沖縄・離島の子ども派

遣基金事業】に関連し、主に市区町村による部活動等の派遣費用への支援制度の概要・実績

調査から、現状の行政による支援状況を明らかにすることである。	

	

	 内容：沖縄県の全41市区町村が実施する小学生、中学生、高校生に対する	

	 	 	 	 部活動等の派遣費への支援制度、H30年度の支援実績の調査	

	 手法：主に電話リサーチ（一部の地域にはメールや FAXによるアンケート）	

	 	 	 	 また、沖縄県の一括交付金資料を一部参照した。	

	 期間：2020年 2月 1日〜2020年 3月 31日	

	

付録：雑誌モモトで特集された部活動の特集記事	

	

----------------------------------------------------------------------------------	

	

１、参考数値：沖縄県の部活動数及び加入人数（スポーツ少年団含む）	

	

	 	 小学生、中学生、高校生の活動実態数として、現時点で約4,500の団体・部活に、	

	 	 延べ約 7.5 万人が活動している事が分かった。1	

	 	

	 	 小学校の部活動に関しては、教育委員会で把握しておらず取りまとめる組織も無い	

	 	 とのことで、どのような形で実態把握を進めるかは次年度検討していきたい。	

	 	 また、スポーツ少年団に加盟していないクラブ活動や個人の活動についても同様。	

 	

                                                
1 参照元：沖縄県教育委員会保健体育科・文化財課、沖縄県高校野球連盟、沖縄県スポーツ協会 

（以上、電話ヒアリング）、沖縄県教育委員会 WEB サイト「高等学校一覧」、「中学校一覧」 



	

	 	 	 	 	

▼部活動数及び加入人数	 文科系	 スポーツ系	 合計	

スポーツ少年団	

（小 1〜中 3）	

登録団体数	 -	 669	 669	

人数	 -	 12,751	 12,751	

中学	

（155校）	

部活数	 222	 1,633	 1,855	

人数	 4,864	 28,199	 33,063	

高校	

（66校）	

部活数	 675	 1,325	 2,000	

人数	 10,909	 17,587	 28,496	

	 	

	 	 ※上記数値について	

	 	 	 ・高校×スポーツ系数値については、高体連＋高野連合算数値	

	 	 	 	 （高野連は高体連に加盟していないため）	

	 	 	 ・高校×文科系の部活動数、人数のみＨ30年度数値、それ以外はＲ元年度実績。	

	 	 	 ・中学、高校の学校数は、特別支援学校は除く。	

	 	 	 ・スポーツ少年団の加盟条件は、指導者 2名以上、生徒数10名以上。	

	

２、市区町村調査サマリー	

	

	 	 派遣費を補助する支援制度や事業については（クラブ活動、個人なども含む）、	

	 	 全 41市区町村内に存在し、計66件ある事を確認した。	

	 	 そのH30年度実績としては、年間で延べ2,700件以上（2万人以上）に対し、	

	 	 3億円以上の補助が行われている。2	

	

▼H30年度：部活動など派遣等に対する市区町村補助実績（合計）	

延べ件数	 延べ利用人数	 実績金額	 平均支給額/人	

2,733	 21,174	 \305,364,608	 \14,422	

	

	

	 	 ※上記数値について	

                                                
2参照元： 別紙【調査シート】沖縄県全市区町村における派遣費補助制度等概要と H30 年度実績（各市区町村に
ヒアリングした内容をまとめている。） 



	 	 	 ・派遣費補助に関係する 66件のうち、件数、利用人数、実績金額の3点が分かった	

	 	 	 	 48件（約30市区町村）の数値。そのため、実際は上記の数値以上である。	

	 	 	 ・指導者など生徒以外の派遣費補助も対象にしている場合は、その数値も含む。	

	 	 	 ・部活動やクラブ活動の派遣費補助分だけではなく、一部は離島から本島への交流事	 	 	 	

業参加費や、県外イベントへ招聘された場合の補助費、活動奨励金なども含む。	

	

	 	 調査を通じて見えてきた、市区町村毎の派遣費補助の実態について、	

	 	 以下の４点を取り上げたい。	

	

	 （１）市区町村内の制度設計	

	 	

	 	 	 「教育委員会」管轄が多く、補助額の充実度は地域差がかなりある。	

	 	 	 	 また、所属する部活やクラブが公的な組織に加盟している事や支給回数制限など、	

	 	 	 	 条件面もそれぞれの市区町村によって異なる。	

	

	 	 	 ・教育委員会管轄がほとんどだが、一つの市区町村の中に派遣費補助を扱う事業、	

	 	 	 	 制度が、複数存在している自治体も半数近くあり。	

	

	 	 	 	 地域に複数、制度が存在する場合の傾向として、教育委員会の学校教育課で、	

	 	 	 	 部活動を中心とする学校教育に係る活動への派遣費補助を行い、それ以外のクラブ	

	 	 	 	 活動、個人の活動を、生涯学習や地域のスポーツ振興を扱う部署が管轄している	 	 	 	 	

ケースが多い。	

	

	 	 	 ・また、人材育成会、人材育成基金が補助事業を行っている地域や、一般市民全体を	 	 	 	

対象とする補助制度の中で、小学生〜高校生に対する派遣費補助を行っている場合	 	 	 	

もある。	

	

	 	 	 ・基本的に学校教育課が管轄の際は、学校教育活動の一環としての補助という位置づ	 	 	 	

けで、部活動（中体連、中文連など公的な教育機関に加盟している）が対象とな	 	 	 	 	

る。スポーツ課が管轄する派遣補助の場合は、沖縄県体育協会やスポーツ少年団に	 	 	 	

加盟している団体である事や、主催・推薦する競技などの条件が付く場合あり。	

	

	 	 	 ・また、大会の優勝、準優勝には補助が出せるが、3位以下は派遣権利があっても補	 	 	 	

助対象外としている地域（ex.うるま市）や、一方で R1年度から補助を出す事にし	 	 	 	



た浦添市のようなケースもあり、大会で派遣権利を得たとしても、順位によっては	 	 	 	

補助がもらえないケースもある事が想定される。	

	 	

	 	 	 ・補助内容について、実費分全額〜30%補助、または派遣エリア別で固定金額支給な	 	 	 	

ど、地域差がある。	

	 	 	 	 また、補助対象経費も航空費、宿泊費が多いが、食費や大会参加料、楽器運搬費な	 	 	 	

ど派遣に係る様々な雑費をカバーしている地域もあり。	

	 	

	 	 	 ・また、補助額の上限金額や補助回数を定めている場合も多い。	

	 	 	 	 恩納村の少年野球チームの事例：「生徒 19名、監督・コーチ3名。	

	 	 	 	 総額 200万円以上の申請あったが、上限 100万円で支給した。」	

	

（２）対象生徒層	

	

	 	 	 上記の通り、教育委員会管轄が多いため、その多くは小学生、中学生を対象。	

	 	 	 石垣、名護、南城など一部の地域は、高校生も対象。	

	 	 	 指導者、引率、コーチも対象にしているかどうかは、地域に寄りけりである。	

	

（３）財源について	

	

	 	 	 「一括交付金」を一部及び予算全体に活用している市区町村は、全体の約 6割。	

	 	 	 特に、離島15市区町村においては、座間味村を除く 14市区町村で活用しているこ	

	 	 	 とを確認した。	

	 	 	 詳細は、別紙「市区町村別：一括交付金活用状況」（リンク）を参照されたい。	

	 	

	 	 	 ・一括交付金、単費（または両方のmix）の活用が一般的であるが、糸満市や西原町	 	 	 	

では、地域からの人材育成に対する寄付金やその基金の運用利子、奨学金貸与学生	 	 	 	

からの返済金を活用。また、本部町では、ふるさと納税予算で派遣費補助を実施。	

	 	

	 	 	 ・また、一括交付金の事業として実施している場合は、3月末までに入金処理を行う	 	 	 	

必要があるため、年度末を越えた入金となる補助については別財源で対応している	 	 	 	

という声や、本島から離島に派遣される際の補助には適用できないなど、ルールも	 	 	 	

多く柔軟に活用できる財源ではないと言えそう。	

	

（４）本島と離島について	



	

	 	 	 ・本島においては、県大会以上の派遣が前提であるが、離島においては地区大会等	

	 			 	 	 から島外での大会になる事から、「島外の活動全て」をカバーした補助が一般的	

である。	

		

	 	 	 ・また、宮古市、石垣市の補助率は約半額なのに対し、それ以外の離島は全額近い補	 	

助が多いことや、練習試合などで島外に遠征する際もカバーしている地域もある	

等、離島内の格差も存在している。	

	 	

４、行政担当者の声（一部抜粋）	

	

	 	 ・「なぎなた、レスリングなどは県大会がなく、第 1回戦が県外というケースがある。	

	 	 	 	 その場合は派遣費補助出せていない。」	

	 	 ・「派遣費補助について、庁内からも予算カットをした方がよいのではという声が	

	 	 	 	 ある。」「毎年、10%ずつ予算をカットされている。」	

	 	 ・「一人一回しか補助制度を活用できないので、年に2回以上派遣がある人には、	

	 	 	 	 みらいファンドの分配団体を紹介したい。」	

	

５、今後に向けて	

	

本調査を通じて、行政の派遣費補助の平均値については、約14,000円/人（２を参

照）であることを確認した。ただし、支給回数や対象となる活動に制限があることも判

明したため、その点についても本事業を進める上で留意が必要であろう。	

	

その上で、現状の家計負担率を具体的に算出するために、	

次回調査では PTAや学校、地域からの補助がどの程度あるか等を確認していきたい。	

	

６、まとめに代えて	-リサーチを終えての所感-	

	

	 	 調査を通じて感じたことは、補助内容はそれぞれ異なるとはいえ、どの市区町村も	

「派遣費負担」を軽減できるよう、尽力されている事である。予算を超えた分について	 	

は、予備費などから補正予算を組んで対応しており、予算を超えたので年度途中で終了	 	

したという話は一件もなかった。	

	



	 その一方で、令和 3年度の一括交付金事業の終了に向けてどう対応すべきか悩んでい	 	 	

る、単費での予算がカットされているという声もいくつか上がっており、地域によって	 	

資金面に頭を悩ませている状況にある事が伺い知れた。	

	

	 今回のリサーチを踏まえて見えてきた行政側の状況も踏まえ、引き続き、子どもの学び	 	

や体験の機会がどの環境、地域に生まれ育っても得る事ができるよう、県民やこの問題	 	

に関心を持つ人々を巻き込める仕組みづくりを検討していくことを希望する。	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 以上	

 












